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35.6   
52.5  
教育委員会 
16.8 
 57.2 
 22.0
７．指導者をとりまく状況の変化
7.1 小学校教員養成課程における人材養成
小学校教員免許を取得できる大学は、現在全
国に約220大学と思われるが、そのうち英語専
修（または選修）を設けている大学はまだ数え
るほどしかない。小学校における英語が教科に
なっていない、専門家が少ないために新設され
にくいと思われる。今回の「学習指導要領」に
おいても「外国語活動」は「道徳」と同じ扱い
になっており、その点から考えれば小学校教員
養成における「道徳」の扱いと同程度しか望め
ないのが現状といえる。
平成13年７月に決定された「教職課程認定基
準」によると、小学校教諭の教職課程の場合、
「『教科に関する科目』に開設する授業科目は、
国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、
音楽、図画工作、家庭及び体育（以下「小学校
全教科」という。）の各教科ごとに解説されな
ければならない。」とある［12］。英語は現在教
科ではないため、カリキュラム上授業科目とし
て開設されていなくても問題とはならない。今
後「外国語活動」を推進していく上で、小学校
教員養成課程のカリキュラムに小学校英語関連
科目が加えられることが強く望まれる。しかし
ながら、将来、もし英語が小学校の教科に加え
られた場合でも、専攻する科目が最初から決ま
っている中学・高校の教員養成課程と比べて、
すべての科目を担当しなければならない小学校
教員の養成においては、英語だけ突出した扱い
をするのは難しいのが現実かもしれない。
また、小・中（英）または小・中（英）・高
（英）など複数の免許状を同時に取得すること
ができる大学もあるが、それは一部の教育学部
などに限られている。その条件を満たす卒業生
による小学校での活躍に期待は高まるところで
はあるが、人数がとても限られている上、中・
高へ赴任する人もあり、あまりこのケースによ
る人員の増大は期待できないだろう。
現在、「小学校外国語活動」を見据えた、小
学校教員養成課程おける英語専修、英語選修ま
たはそれに準じると思われるコース等は、限ら
れてはいるが国立大学の教育大学を中心にいく
つか設けられている。以下にその例として、宮
城教育大学、岩手大学、上越教育大学、信州大
学、千葉大学、東京学芸大学、福井大学、愛知
教育大学、奈良教育大学、京都教育大学、鳴門
教育大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、
琉球大学（順不同）を挙げる。これらのコース
の卒業生が活躍するのは少なくともまだ数年先
となるだろうが、数は少なくともその赴任先で
の活躍に期待したい。
7.2 採用試験の変化
文部科学省の「平成21年度公立学校教員採用
選考試験の実施方法について」における、小学
校の実技試験実施状況によると、従来から行わ
れている、水泳（56県市）、水泳以外の体育
（51県市）、音楽（51県市）、図画工作（13県市）
に加えて、英会話等が11県市で実施されている。
ちなみに、一覧から確認すると、図画工作を実
施している県市と英会話等を実施している県市
が一致しているということはない。表１にみら
れるように、小学校の受験者に対して英会話等
の実技試験を実施している県市は、2005（平
成17）年度選考試験では全くなかったが、翌
2006（平成18）年度は８県市が実施、その後
も微増し、2009（平成21）年度は11県市で実
施され増加傾向にある［13］。2009（平成21）
年１月、文部科学省は教育委員会に対して採用
選考において「外国語活動」に対応することを
求めている。これにより、今後はこの傾向が強
まると思われる。
採用試験に英語が課されることにより、受験
予定者は、学級担任として外国語活動に関わる
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表2　小学校教員養成課程に英語専修（または選修）等をもつ大学の例 
大学名 各課程の説明（要約は筆者） 
宮城教育大学 
　教育学部 
 
 
 
岩手大学　 
　教育学部　 
 
 
上越教育大学　　 
　学校教育学部 
 
 
信州大学 
　教育学部 
千葉大学　　 
　教育学部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京学芸大学 
　教育学部 
 
 
 
福井大学 
　教育地域科学部　　 
 
 
愛知教育大学 
　教育学部 
奈良教育大学 
　教育学部　　 
 
京都教育大学 
　教育学部　 
鳴門教育大学　 
　学校教育学部　 
 
大分大学 
　教育福祉科学部 
 
宮崎大学　 
　教育文化学部 
鹿児島大学 
　教育学部 
琉球大学　 
　教育学部 
 
初等教育教員養成課程　 
言語・社会系 
英語コミュニケーションコース 
 
 
学校教員養成課程　 
小学校教育コース・ 
中学校教育コース 
英語コース　英語サブコース 
教科・領域教育専修 
言語系コース　英語 
 
 
学校教育教員養成課程 
言語教育専攻　英語教育分野 
小学校教員養成課程　 
異文化コミュニケーション選修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
初等教育教員養成課程（A類） 
小学校教育の英語選修（A類英語　 
　選修） 
 
 
学校教育課程　言語教育コース 
英語教育サブコース 
 
 
教員養成課程　 
初等教育教員養成課程　英語選修 
学校教育教員養成課程　 
言語・社会コース　 
英語・国際理解教育専修 
学校教育教員養成課程 
英語領域専攻 
小学校教育専修　 
英語科教育コース 
 
学校教育課程 
教科教育コース　英語選修 
 
学校教育課程 
初等教育コース　英語専攻 
学校教育教員養成課程　英語専修 
　初等教育コース 
学校教育教員養成課程　 
小中学校教科教育コース　 
英語教育専修 
 
小学校教員養成課程における 
英語専修（または選修） 
出典：　上記大学公式ウェブサイト　2009年3月現在 
・中学校英語教育との連携を視野 
・小学校英語活動を力強く実践・推進できる小学校教員の養成 
・小学校英語や第二言語習得の基礎的な理論を理解（小学校英語教
育概論、第二言語習得論） 
・確かな理論と高い実践力を併せ持つ小学校教員 
・小学校英語活動のあり方とその指導方法を学ぶ　 
・小学校の英語活動について学んだことを実際に小学校で実践。 
・学習指導要領を読み、小学校英語活動のあり方とその指導方法につ
いて学ぶ。 
・『英語』は，中学校・高等学校における英語教育と小学校における外国
語活動に関して，実践力のある教員を養成。  
・英語によるコミュニケーション能力を育成し，英語科教育，小学校英語
教育，英語学，英語文学に関する理論的・実践的な研究を指導。 
・言語一般に関する広い知識の修得と、言語に対する鋭い洞察力の涵
養により、確かな言語観に支えられた小学校又は中学校教員の養成 
・平成15年度に他大学に先駆け小学校での英語教育を念頭において
設置。 教室におけるコミュニケーションの大切さを実践できる教員、そ
して異文化間のコミュニケーションの諸問題にも対処できる教員の養成。
「小学校英語入門」「小学校英語演習」 選修 
・授業では学級担任ならではの英語活動、Assistant Language 
Teacher（外国語指導助手）と組んでの英語活動、実践的な体験を
通して、小学校英語教育のノウハウを確実に学ぶ。  
・「小学校英語教育実習」という授業で小学校へ出向き、実際に授業。
小学校における英語教育および国際理解教育に自信を持って取り組
める教員の養成。平成19年度より「小学校英語教育実習」のクラスで、
千葉市の公立小学校に出向き、授業を行っています。 歌、チャンツ、物
語、クラフト作りなど授業計画をたて、できるだけ英語で授業 。 
・各選修の専門的知識・技能および小学校教育に必要な全教科等につ
いての知識・技能を習得。 
・幼稚園または小学校における現代の教育的課題に対応できる実践的
指導力を育成。 
・「小学校英語教育演習」 
・国語科と英語科を一つのコースとして統合し、知識や方法を共有。言
語教育全般について深い理解力を持った教員を養成。国語や英語に
強い小学校教師、小学校のこともわかる国語科と英語科の中学校教師
を育成。国語教育サブコースと英語教育サブコースを設置。 
・実践的な高い英語能力を身に付けるとともに、教員の養成機関として英語
教育を軸足にしながらも、小・中・高すべての教員免許が取得できる体制 
・小学校教諭一種免許と中学校教諭一種免許(英語)  
 
 
・小学校・中学校・高等学校などで英語を教えるために、英語の四技能の運
用能力を高めるとともに、英語の教授法や背景にある文化を学びます。 
・英語教育をデザインし，児童の英語学習をサポ トーできる小学校教員を養成 
・言葉の仕組や英語圏の多様な文化について学び，児童を対象とした
英語指導について研究し実践力を養う。 
・小学校教諭一種免許と所属する選修の専門教科の中学校および高
等学校教諭一種免許 
 
 
 
 
 
・英語の運用能力を高める授業で国際的視点と高度な英語力を獲得し、
英語学や英米文学を学ぶことで英語教員としての教養を身につけ、最
新の英語教育理論を通じて、理論に裏付けされた真の実践力が習得 
ことを採用前から想定できるだけでなく、英語
に対して学生時代により関心を持って取り組む
ことが期待できる。
7.3 教員免許法改正による弾力化
2002（平成14）年２月、中央教育審議会か
ら「今後の教員免許制度の在り方について」
（答申）が出された。教員免許状の総合化・弾
力化を検討する背景のうち、早期に対応すべき
課題の中で、「平成14年度から小学校において
本格的に実施される総合的な学習の時間におい
ては、国際理解、情報、環境、福祉・健康その
他の課題について多様な学習活動が行われる。
総合的な学習の時間を実施する上では、地域の
人々など多様な人材の活用が求められており、
その一環として、各学校の必要に応じ、専門性
の高い教員を活用していくことが重要である。
例えば、国際理解に関する学習の一環として外
国語会話等の学習活動を行ったり、情報に関す
る学習を行ったりすることも考えられるが、小
学校の教員は養成段階で専門的にこれらを学ん
でいないなど、小学校の各教科に含まれていな
い分野を指導できる教員の確保なども検討課題
と考える。」と総合学習における国際理解・英
語活動の指導者についての対応の必要性が述べ
られた［14］。
これを受けて、同年「教育職員免許法」が次
のように改正されることとなった。「第十六条
の五 中学校又は高等学校の教諭の免許状を有す
る者は、第三条第一項から第三項までの規定に
かかわらず、それぞれその免許状に係る教科に
相当する教科その他教科に関する事項で文部科
学省令で定めるものの教授又は実習を担任する
小学校の主幹教諭、指導教諭、教諭若しくは講
師又は特別支援学校の小学部の主幹教諭、指導
教諭、教諭若しくは講師となることができる。
ただし、特別支援学校の小学部の主幹教諭、指
導教諭、教諭又は講師となる場合は、特別支援
学校の教員の免許状を有する者でなければなら
ない。」となった［15］。「教育職員免許法」改
正が行われ、教員免許状の総合化・弾力化の方
向性が打ち出された。同年２月の中央教育審議
会答申に基づくもので、その中で「早期に対応
すべき課題」として「小学校高学年では、専科
指導の充実も含めた指導方法（学習集団）の多
様性が求められており、チームによる指導を推
進する指導方法の在り方が課題となっているこ
とから、小学校における各教科及び総合的な学
習の時間の指導充実を図るため、教科に関する
専門性の高い教員が担当できるよう免許制度上
の措置を講じることが重要である。」とされた。
この答申を受け、「教育職員免許法」が改正さ
れ「中学校又は高等学校の教諭の免許状を有す
る者が小学校の相当する教科（国語、社会、算
数、理科等）及び総合的な学習の時間の教授を
担任することができるようになった。」［14］
この教員免許状の弾力化により、英語の専門
性を持つ中学教員、高校教員が小学校外国語活
動の専科担当教員として１人で教壇に立つこと
が可能となった。しかしながら、今回の『学習
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表3　小学校実技試験（英会話等）実施状況 （単位：県市） 
年度 
　一次 
　二次 
計 
 
2005（平成17） 
― 
― 
― 
2006（平成18） 
３ 
５ 
８ 
2007（平成19） 
３ 
６ 
８ 
2008（平成20） 
４ 
６ 
９ 
2009（平成21） 
５ 
７ 
11
区
分 
（注）計については実施した県市の実数。 
指導要領』で示された「小学校外国語活動」は、
中学の英語教育の前倒しではなく、今までにな
い新しい教育活動であるため、英語の専門性と
教員免許があればすぐに担当できるという内容
とはなっていない。中学・高校の免許を持つ教
員が担当する場合は、『新学習指導要領』と小
学校教育をよく理解した上で、小学校教員と互
いにその専門性を補完し合いながら、中学での
英語教育とも児童英語教育とも異なる「小学校
外国語活動」の導入に寄与していくべきである。
安易に中学の英語教員や児童英語教育経験者で
あれば誰でも「小学校外国語活動」を今までの
経験で十分指導できると、教える立場になる人
も小学校側も考えない方がよい。また「外国語
活動を担当する教師」において前述したとおり、
学級担任に近いレベルでクラスの児童を理解し
ていることも重要である。
８．今後の研修のあり方
8.1 アンケート結果
2009年２月桑名市で開催された、「三重県小
学校英語活動研究会」の参加者の皆様ならびに
他の研修会の出席者の皆様の協力を得て、独自
に「小学校外国語（英語）活動についてのアン
ケート」を実施した。アンケートの詳細な分析
は別の機会に述べたいが、ここでは「英語活動」
における不安についてと研修内容の希望項目に
ついて簡単に報告したい。参加者の立場が異な
るため、ここでは回答頂いたうち、学級担任と
して単独で複数回「英語活動」を行ったことが
ある教諭21名、全く行ったことがない教諭33
名の結果を取り上げる。
不安については、次の16項目の中から、上位
５項目を順位の番号を付けて記入して頂いた。
項目は以下の通りである：年間指導計画、指導
案作成、授業の流れ、ゲームの方法、歌の指導、
チャンツの指導、読み聞かせの指導、クラスル
ームイングリッシュ、英語の発音、英語の流暢
さ、英語の文法、ICT教材の使い方、ALTとの
打合せ、教材作成、『英語ノート』の内容、そ
の他。それぞれ上位３項目は表３の通りであっ
た。いずれも英語の発音に不安を感じている先
生方が最も多く、学級担任として単独での経験
のある先生方は年間指導計画に続いて英語の流
暢さを挙げているのに対して、経験のない先生
方は英語の流暢さと授業の流れを挙げている。
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表4　「英語活動」における不安 
 
単独経験あり 
単独経験なし 
 1　位 
英語の発音（30％） 
英語の発音（61％） 
2　位 
年間指導計画（33％） 
英語の流暢さ（45％） 
3　位 
英語の流暢さ（24％） 
授業の流れ（39％）　 
希望する校内研修内容については、上の16項
目に次の５項目（研究授業の相互実施ならびに
見学、言語習得理論の解説、英語全体の能力向
上、国際理解の考え方、新学習指導要領におけ
る「小学校外国語活動」の基本理念などの解説）
を加えた計21項目の中から、順位を付けて上位
５項目の回答をお願いした。その結果、それぞ
れ上位3項目は表４の通りである。この設問は
研修一般ではなく校内研修に限っているため、
そのことが結果に影響しているとも思われる。
第一希望はいずれも授業の流れとなり、経験の
ない先生方はすぐに使える具体的な教育技術の
松畑ほかの調査においても、「小学校の英語
教育に携わる教員には、次の分野を強化したい
というニーズが非常に高く意識されているもの
と考えられる。①発音、フォニックス、発問英
会話などの英語力強化　②レッスンプランや教
材開発・開拓」［16］と結論付けられており、
今回のアンケート結果とほぼ同様の結果が出て
いる。
９．学級担任による単独授業にむけて
可能であるならば「外国語活動」は学級担任
が計画した指導案に基づいて、ALTとのTTで
行われることが望ましい。しかし、これまで述
べてきたように、2011（平成23）年度の必修
化に向けて、その実現は時にかなり難しいこと
がわかる。学級担任の先生方は英語自体に対す
る不安と新しい教育活動に対する不安の両方を
感じながら、「外国語活動」を行っていくこと
になるだろう。
実態にあった充実した研修と実際の授業を繰
り返すことで、今まで経験のない学級担任も単
独授業を行うことができるようになるよう、学
級担任の先生方だけにすべての重責がかからな
いように、多方面からの支援が不可欠である。
まずは、『新学習指導要領』の理解に基づき
『英語ノート』の指導案をよく理解し、それに
近い形で活動を行い、先生方が互いに授業を見
学しあいながら授業改善を目指すことがよいと
思われる。「外国語活動」における様々な質問
に随時回答が得られる体制も必要である。校内
に英語に堪能な教員がいることが望ましいが、
そうでない場合はその体制を確保することによ
り、不安が軽減できると考えられる。教育委員
会の指導主事をはじめ「外国語活動」と小学校
の教育現場の両方をよく理解した大学教員も協
力できるだろう。一段落した後、英語の知識や
運用能力向上にも努めて頂きたい。
「外国語活動」の指導者に求められる技能の内
容と水準も具体的に語られ、求められるように
なるだろう。
小学校の先生方は、もともと多教科を教える
技術を持つ専門集団であり、柔軟な教授法を身
につけている。授業研究も盛んに行われており、
「外国語活動」もその一つとなるだろう。この
活動はその方法によっては、クラス全体の変化
も期待できる可能性を秘めており、他の授業で
習得を望んでいることがわかる。また、いずれ
も研究授業の実施と見学を挙げているのは、小
学校では他科目でも研究授業が盛んに行われて
おり、先生方にとって有効な研修方法となって
いると思われる。経験がある先生方の希望項目
は集中せず分散する傾向が見られ、研修の際の
内容の検討がより難しい可能性があるといえ
る。校内研修を含む研修については次の機会に
述べることとしたい。
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表5　希望する校内研修内容 
 
単独経験あり 
 
単独経験なし 
 
　　１　位 
授業の流れ（48％） 
 
授業の流れ（55％） 
　　　　2　位 
年間授業計画（43％） 
 
チャンツの指導（42％） 
教材作成（同） 
 
　　　　　　3　位 
ゲームの方法（38％） 
研究授業の実施と見学（同） 
ゲームの方法（33％） 
クラスルーム･イングリッシュ（同） 
研究授業の実施と見学（同） 
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は見られないような、多くの児童の笑顔を活動
を通して引き出し、学級経営上も小学校教育全
体にもプラスになるように工夫することができ
るだろう。
10．おわりに
新しく始まる「小学校外国語活動」は、いろ
いろな経緯を経て創出され、全国で一斉に実現
されることとなった。特区など特別な学校との
格差は考慮されていないが、これによりほとん
どの小学校においてある程度格差は縮まること
になるだろう。今後小学校において中学年、低
学年へと活動が行われるようになるのか、また
は英語が教科として認められるようになるの
か、それ以外の方向になるのか、新規調査が開
始されるが、その結論はまだ数年先である。い
ずれにしても、児童がこの大きな変化に翻弄さ
れることのないよう、小学校で「外国語活動」
を経験したことが、コミュニケーション能力の
向上という形でよりよい結果をもたらすよう願
うところである。
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